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要約
本稿は、技術革新の社会実装が日本経済に及ぼす影響を評価する高解像度経

済モデル BIP を構築する。BIP は、技術革新がどの経済活動にいかなる構造
変化を通じて波及するのかを可視化し、生産・就業・分配・エネルギー消費と
いった多面的な経済特性を一般均衡の枠組みの下で整合的に捉えることを目的
とする。停滞する日本経済の延長線上にある BaU シナリオと技術革新の社会
実装が進展する TSI シナリオが試算され、2040 年における分岐像を描写する。
TSI では、サービス部門の拡大が進む一方、その成長メカニズムの中核には製
造業を基軸とした産業基盤の再構築があることが示される。BaU から 257 兆
円の名目付加価値拡大が生じ、うち 132 兆円は AI 活用による生産性改善や市
場拡大に起因する。こうした生産性向上は、労働時間の短縮と賃金上昇を同時
に実現しつつ、電力の安価かつ安定的な供給を背景として国内の資本蓄積を促
進し、日本経済の成長経路を大きく変えることを示している。

１．AIは成長をもたらすか

数世紀にわたって実現してきた産業革命、電力革命、情報革命は、人工知能
（Artificial Intelligence: AI）や量子コンピューティングなどの技術進展によ
り結び付き、21 世紀を通じて、従来にない規模の転換期を迎える可能性が指
摘される。そうした経済的影響は、研究機関や民間コンサルティング企業など
により多くの評価が行われてきたが、コスト低減、経済成長、あるいは生産性
などの異なる指標によって示され、相互の比較可能性やシナリオ内部の整合性
を欠くことも少なくない。生産性改善という一面からみても、ほぼゼロに近い
ものから年率 1–1.5 ポイントほどの押上げを見込むものまで、試算にはかな
りの乖離が存在する。技術進歩とその社会影響における大きな不確実性の下、
求められることは影響の評価自体よりも、そうした革新の機会を有効にするた
めの条件を探ることであろう。

2025 年 12 月、OECD は、AI の経済効果は電力、通信インフラ、人材、
組織改革、制度環境といった補完的要素の整備状況に大きく依存するとし、
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AI が自動的に世界的な成長や収斂をもたらすという見方への懐疑を示した
（OECD, 2025）。こうした補完的要素のうち、とくに安価で安定的な電力供
給の役割は多くの論者により強調される。Mills（2025）は、AI が生産性を
押し上げうる本格的な構造転換の実現において、脱炭素などの価値目標を所与
とせずに、短期的には天然ガス、中長期的には原子力や再エネを含む加算型の
現実主義に基づいた、迅速で信頼できる電力供給の重要性を指摘する。

高齢化が深化する日本社会において、こうした技術革新はいかなる影響を与
えるだろうか。医療や公務など、生産性の改善が最も必要とされる分野におい
て、AI はどこまで貢献しうるだろうか。生産性改善により生み出される労働
力は、経済成長の過程でどの部門に再配分され、就業構造や所得分配にいかな
る変化をもたらすのか。AI 開発で競争力を構築できなかった日本が、その活
用の局面において産業競争力を再構築し、またその実装による負の側面を緩和
するためには、いかなる制度設計が求められるだろうか。ビジネスと政策の両
面から、こうした問いに対して整合的な情報基盤を提供しうる分析枠組みの構
築が求められている。

こうした条件依存的な技術効果を可視化する経済モデルとして、本稿は
SBI-FERI BIP（High-Resolution Sectoral General Equilibrium Model 
for Assessing Business, Innovation, and Policy、以下 BIP）を構築し、分
岐する 2040 年の日本経済像を描写する1。BIP は将来を予測するモデルでは
ない。むしろ、想定される技術革新の社会実装シナリオを入力値として、それ
らが経済全体に及ぼす影響を、一般均衡の枠組みの下で一貫的に可視化するこ
とを目的とする。828 分類の経済活動に基づく高解像度の構造描写を通じて、
個別技術や制度改革のシナリオが、生産・就業・分配・エネルギー消費などへ
の波及効果を評価することが可能となる。

日本経済が AI 活用を成長の契機とするためには、長期にわたり続いてきた
経済停滞の構造的要因を是正する必要がある。とりわけ、短期的な収益指標や
形式的な組織改革を過度に重視する政策・経営環境の下では、国内における中
長期投資よりも資本回収を優先し、生産拠点を海外へと移転させる行動が合理
的な選択として定着してきた。その結果、本来は製造業にとって追い風となる
はずの歴史的な円安局面においても、その効果は産業空洞化によって相殺さ
れ、過度の円安を修正する力を失うほどに産業基盤は劣化している。

以下、第２節では、日本経済が停滞を続けるベースラインとしての BaU
（Business as Usual）シナリオと、適切な環境整備の下で技術革新の社会
実装を想定した TSI（Technology and Societal Implementation）シナ
リオを提示し、BIP における技術実装の経済社会における可視化手法を論じ
る。第３節では、試算結果に基づき、両シナリオにおいて分岐する 2040 年の
日本経済像の多面的な性格を検討する。TSI シナリオのターゲットは、名目
GDP1,000 兆円規模の日本経済である。第４節を結びとする。

1：BIP は、経団連プロジェクト
「Society 5.0 for SDGs」（経団
連 , 2020）で開発された JES5
モデル（野村 , 2020）を基盤と
し、そのフレームワークと分類体
系を大きく改訂したものである。
JES5 モデル構築は、長谷川雅巳
氏、橋本壮広氏をはじめとする経
団連関係者との議論に多くを負っ
ている。BIPの構築にあたっては、
「2040 年の経済社会研究会」に
おける竹中平蔵座長（慶應義塾大
学名誉教授）、篠﨑彰彦氏（九州
大学教授）、土居丈朗氏（慶應義
塾大学教授）、政井貴子氏（SBI-
FERI 理事長）、増島稔氏（同研究
主幹）、難波了一氏（同主任研究員）
との議論から多くの示唆を得た。
その試算および実証基盤の構築で
は、リサーチアシスタントである
稲場翔氏（慶應義塾大学産業研究
所研修生）による多大な尽力を得
ている。なお、本稿に残る誤りは
すべて著者の責に帰するものであ
る。
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２．技術の社会実装をどう可視化するか

２.１ BaUシナリオ―停滞の継続
BaU シナリオは、産業別の生産性や生産パフォーマンスの停滞が今後も継

続し、現行の制度的枠組みと、それに起因して国内投資の不確実性を高めてき
た投資環境が大きく変化しないと仮定した場合に帰結する、日本経済像であ
る。

2020 年 10 月の菅義偉内閣によるカーボンニュートラル宣言以降、GX（グ
リーン・トランスフォーメーション）を軸とする脱炭素政策は、競争力強化と
成長機会の創出を掲げて推進されてきた。だがその一方で、電力供給構造やエ
ネルギー価格の先行きに対する不確実性の増大により、脱炭素政策の厳格化が
進む国では製造業を中心とする投資が抑制されてきたとする指摘も高まってい
る2。BaU シナリオは、こうした制度的・政策的環境が大きく修正されないま
ま継続する状況を前提とする。抑圧されてきた名目賃金は、長期化する円安を
背景に上昇へと転じつつあるが3、日本経済は名目成長を伴いながらも、実質
的には低成長が持続し、産業構造の転換や投資主導型の成長が十分に進まない
経路を辿ると想定される4。

本稿の BaU シナリオでは、2024 年に 634 兆円（2020 年基準改定後）と
される名目 GDP は 2040 年には 742 兆円に達するが、実質経済成長率は年
平均 0.5％にとどまる。電力価格の上昇や産業競争力の低下を通じて、素材産
業や自動車産業を含む製造業の国内基盤は引き続き脆弱化する経済像が想定さ
れる。

２.２ 技術実装の可視化
BIP における技術実装の可視化とは、個別技術の効果を推計することではな

く、技術がどの活動にいかなる構造変化を通じて波及するのかを体系的に整理
することである。TSI シナリオでは、BaU シナリオに織り込まれた成長阻害
要因が取り除かれ、安価で安定的な電力供給の下にさまざまな技術革新を内包
した長期投資が国内で喚起されることにより、技術の有効な社会実装が促進さ
れた場合に想定される、2040 年の日本経済の分岐像である。

それを描く経済モデルのフレームワーク構築では、技術と経済活動の対応関
係を明示的に描写する、分類の設計が重要な役割を担う5。高解像度とともに、
BIP の大きな特性は多層的な技術表現にある。図表１に示されるように、さ
まざまな技術革新や制度改革は技術革新分類（T）を軸として、経済活動分類

（A）、構造変化分類（S）、基礎技術分類（F）、社会価値分類（V）を組み合わ
せた TASFV 分類群として設計される（その内容は補論２を参照）。AS 分類
によって技術革新の経済影響が描写され、その結果は FV 分類によって基礎技
術や社会価値の観点から再整理される。

2：脱炭素政策の加速に伴い、日
本・韓国や欧州ではエネルギー
多消費産業における不連続な生
産減退が共通して観察される
（Nomura & Inaba, 2026）。
とくに、日韓のように官民協調的
な制度運用が強い経済では、価格
要因のみならず、規制や制度変更
といった非価格的要因を通じた影
響も指摘される（野村 , 2025）。

3：輸出産業への直接的な恩恵の
みならず、円安に伴う輸入価格の
上昇が、国内事業者における生産
価格引き上げの余地を与える効果
もある。こうした価格調整効果や、
1990 年代の過度な円高が名目
賃金の抑制に与えた影響について
は、野村・浜田（2023）に詳しい。

4：2026 年４月から排出量取引
制度（GX-ETS）の第２フェー
ズが開始される。工学的なコスト
評価では、脱炭素化に求められる
炭素価格は控えめに見積もっても
１トン当たり４万円以上との指摘
がある一方、市場に「見える」炭
素価格が同水準まで上昇する可能
性はきわめて低い。このような制
度設計の下では、価格シグナルに
加えて、規制などの非価格的手段
（「見えない」炭素価格）を通じた
排出削減の圧力がかかり、国内投
資をさらに抑制する懸念が大き
い。

5：技術に関する分類は、イノベー
ションが依拠する基礎科学分野、
R&D投資を担う経済主体（企業
内部・外部、政府など）、イノベー
ションの性質（破壊的か持続的
か、段階的か連続的か）、イノベー
ションによる経済社会への影響な
ど、多様な視点から整理されてき
た（Pavitt, 1984; Peneder, 
2010; 野村 , 2020）。また特許
分野では、技術内容に基づく分類
としWIPO（世界知的所有権機
関）による、技術の構造・機能・
手段などに基づいて分類され、発
明の内容を体系的に整理する国際
特許分類（IPC）が広く用いられ
ている。
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図表１　技術評価のための分類群

①技術革新

分類（T）

⑤社会価値

分類（V）

③構造変化

分類（S）

②経済活動

分類（A）

④基礎技術

分類（F）

出所）筆者作成

図表１で軸となる T 分類は、13 の大分類から構成され、その下に 72 の中
分類、さらに 167 の小分類が設定される。T 小分類レベルで、他の４分類と
の対応関係を描写することにより、個々の技術革新が持つ経済的・技術的・社
会的な含意を多層的に表現できる。BIP で想定される T 大分類は、T01. ア
グリテック・バイオ技術基盤、T02. スマートファクトリー・製造革新基盤、
T03. エネルギー安定供給基盤、T04. スマートモビリティ・物流基盤、T05.
デジタル・情報通信基盤、T06. フィンテック・価値交換制度基盤、T07. 教
育・人材開発基盤、T08. スマートヘルスケア基盤、T09. 高齢社会・ジェロ
ントロジー基盤、T10. スマートライフ・生活支援基盤、T11. ラストライフ
デザイン基盤、T12. デジタル行政基盤、T13. レジリエンス基盤である（その
内容は補論３を参照）。各技術は TSI シナリオにおいて独立に評価されるが、
T03、T05、T06 などの基盤型技術は、他の技術革新の経済効果を左右する
前提条件として位置付けられる。

詳細な技術シナリオ（2.3 節）に基づく BIP の高解像度な描写を可能と
するものは、その実証基盤として構築される拡張産業連関表（Augmented 
Input–Output Table: AIOT）である。AIOT は、産業連関表基本表を基礎
としながらも、各活動が所有する資産ごとの資本所得や就業属性ごとの労働所
得の詳細が明示されるように大きく拡張された経済勘定である6。それを実証
基盤とすることで、BIP では経済の一般均衡モデルの枠組みの下で、ミクロ的
な技術導入の描写からマクロの国民経済計算に至るまで、内部整合的な経済像
が構築される。

２.３ TSIシナリオ―革新される経済
TSI シナリオは、技術進歩を単純に外挿した将来像ではなく、技術の効果発

現を阻害している制度的制約や資源配分上の歪みを明示的に取り払った場合
に、どの程度の構造転換が可能となるのかを示す条件付きの経済像である。

BIP では、技術革新が実装された経済像をさまざまな技術革新の源泉に帰属
させて評価できる。そのため、167 の T 小分類ごとに技術革新×経済活動×
構造変化（TAS 分類）として個別シナリオを設定し7、TSI シナリオではそれ
らを集約しながら 72 の T 中分類ごとの経済像を試算する。さらに、すべての
技術革新を同時に導入した統合シナリオを加えることで、2040 年の日本経済
について計 73（=72+1）枚の AIOT が推計される8。

6：本稿で基盤となる AIOT は、
最新となる 2020 年産業連関表
基本表（2024 年 7 月公表の再
推計値）に制約され、2020 年
表（2015 年基準 JSNA）であ
る。モデル分析上はコロナ禍の経
済を参照時とする課題が残される
が、2020年基準 JSNA（2025
年 12月公表）への対応とともに、
AIOTの年次更新は今後の課題で
ある。ただしBIPでの技術革新の
評価として、データベースの資本
化は先行して組み込まれている。
AIOTのフレームワークの概要は
補論１を参照。

7：TAS 分類による個別シナリ
オは、T小分類ごとに①経済活動
小分類に与える浸透度（0 から
1）、②誘発される構造変化小分類
ごとの影響度（対数成長率）、③
2040年時における当該技術革新
の導入率（0から 1）の３つの変
数の積により合成されたパッケー
ジとして定義される。

8：一般に、TSI の統合シナリオ
における総合的な経済影響は、個
別技術革新シナリオにおけるパー
シャルな影響の単純な和よりも大
きくなる。これは、ある技術革新
Aの効果が、別の技術革新Bの実
装によって補完的に増幅されうる
ためである。本稿では、こうした
技術間のクロス効果の寄与分は各
T中分類におけるパーシャルな影
響に比例的に配分している。
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個別シナリオの一例として、アシストスーツや介護ロボットの導入は資本コ
ストの増加要因である一方、肉体労働の負担を軽減し、とくに建設業や医療・
保健業など、これまで生産性改善が困難であった活動における労働生産性を向
上させ、価格競争力や市場拡大に寄与することが想定される。労働生産性改善
は就業者の賃金上昇にも寄与し、経済体系における価格波及効果を持つととも
に、所得効果が創出される。またそうした普及は、資本財や耐久消費財の生産
や関連サービスにおける新産業を創出するかもしれない。こうした構造変化
は、技術革新の小分類レベルにおいて詳細な経済活動とのセット（TAS 分類）
によって設定される。

BIP では、国内外の既存文献調査、専門家へのヒアリング、さらに生成 AI
による評価を通じて、個別シナリオが設定される9。個別シナリオの精度検証
は困難であり、また技術の進歩やその社会的影響の見通しは移ろいやすい。と
くに現在の生成 AI に代表される ANI（Artificial Narrow Intelligence: 特
化型 AI）から、将来的な汎用 AI（AGI）、さらには超知能（ASI）へと至る
進化の見通しをめぐっては、研究者間でも悲観と楽観が交錯し、状況は大きく
変化している。個別シナリオは随時修正される外生値である。

３．分岐する2040年の日本経済

３.１ マクロ経済像―停滞か革新か
BaU と TSI の二つのシナリオは、それぞれ日本の停滞と革新の経済像であ

る。両シナリオにおけるマクロ経済勘定は図表２にまとめられる。2040 年の
名目 GDP（市場価格評価）では、BaU の 742 兆円から TSI では 1005 兆円
に拡大し、その年平均成長率（2020–40 年）では 1.5% から 3.0% へと加速
する。その際、一国経済の集計生産価格である GDP デフレーターも 1.0% か
ら 1.5% に上昇している。3.4 節で論じる生産性改善にもかかわらず、TSI で
GDP デフレーターが上昇するのは、労働生産性の向上を基盤とした賃金上昇
が反映されるためである。

働き方など就業構造の変化を考慮して調整した（品質調整済みの）名目賃金
率は、足元の賃金上昇を反映して BaU でも年率 1.7% の拡大と見込まれるが、
TSI では 3.7% へと大きく上昇する10。最終需要における消費者物価は、生産
性改善や電力価格上昇の抑制効果によって緩和されつつも、賃金上昇による価
格波及効果により BaU の 1.3% から TSI では 1.9% へと上昇する。その結果
として、物価上昇を考慮した実質賃金の上昇率は、BaU の 0.4% から TSI で
は 1.8% へと拡大している。

インフレを伴いながらも、実質経済成長率は BaU の年 0.5％から TSI の
1.5％へと大きく加速している。こうした成長加速の源泉は、技術革新と産業
側の起因としてそれぞれ 3.2 節および 3.3 節で論じるが、支出サイドから見た
最大の加速は設備投資である。国内における投資環境が整備されることによっ
て、TSI における実質総固定資本形成の成長率は、BaU の 0.9% から 3.5%
へと大きく拡大する。

9：試算された経済勘定は、日本
経済の長期産業別生産性勘定であ
るKEOデータベース（慶應義塾
大学産業研究所）における（47
産業集計レベルでの）生産性の長
期トレンドとの比較により、影響
度および浸透度についてキャリブ
レーション（較正）を実施したも
のである。

10：単純な平均賃金の比較は、
就業者の学歴や性別、就業形態な
どの構成変化を反映して、純粋な
賃金率の測定値としてのバイアス
を持つ。BIP は KEOデータベー
スと同様な粒度の労働属性を織り
込んでおり、ここでの名目賃金率
はこうした構成変化を調整した
（quality-adjusted）労働価格
によって定義されている。
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貿易面では、TSI において実質輸出が BaU の年 0.6％から 1.5％へと促進
される（うち財輸出 2.0％、サービス輸出 0.3％）。他方、情報サービスを中心
とする輸入需要の拡大を背景に、実質輸入も BaU の 1.1％から 2.9％へと拡
大する（うち財輸入 1.2％、サービス輸入 7.1％）。価格面では、輸出価格の年
1.8％上昇に対し、輸入価格は 0.9％の上昇にとどまるが、名目ベースの貿易
収支は年率 0.5 ポイントの悪化（輸出・輸入はそれぞれ 3.3％、3.8％の増加）
となる。

もっとも、TSI における成長加速への最大の寄与は、実質所得の拡大を通じ
た家計消費にある（成長率では BaU の年 0.5% から 1.0% に上昇する）。所得
増加は、家事支援ロボットやスマートヘルスなど、豊かな高齢化社会を支える
消費を拡大させ、成長を再び内需主導で持続させる好循環を生み出している。

図表２　マクロ経済勘定：BaUとTSIシナリオ

名目（10億円） 数量（2020=1.0） 価格（2020=1.0）

BaU TSI BaU TSI BaU TSI BaU TSI BaU TSI BaU TSI
粗生産 1,053,294 1,481,730 2,123,754 1.7% 3.5% 1.12 1.53 0.5% 2.1% 1.26 1.32 1.2% 1.4%
支出側GDP
家計消費 283,531 398,873 507,629 1.7% 2.9% 1.09 1.23 0.5% 1.0% 1.29 1.45 1.3% 1.9%
民間非営利消費 10,858 14,513 18,418 1.5% 2.6% 1.09 1.20 0.4% 0.9% 1.22 1.41 1.0% 1.7%
政府消費 114,179 167,400 182,088 1.9% 2.3% 1.20 1.20 0.9% 0.9% 1.22 1.33 1.0% 1.4%
総固定資本形成 149,330 213,691 338,990 1.8% 4.1% 1.19 2.02 0.9% 3.5% 1.20 1.12 0.9% 0.6%
在庫純増 -968 -1,385 -1,242 1.8% 1.2% – – – – – – – –
輸出 82,473 105,981 158,678 1.3% 3.3% 1.13 1.34 0.6% 1.5% 1.13 1.43 0.6% 1.8%
　財 61,165 78,436 103,530 1.2% 2.6% 1.15 1.49 0.7% 2.0% 1.11 1.14 0.5% 0.6%
　サービス 21,308 27,545 55,147 1.3% 4.8% 1.08 1.07 0.4% 0.3% 1.19 2.42 0.9% 4.4%
輸入 -93,196 -156,720 -199,980 2.6% 3.8% 1.25 1.78 1.1% 2.9% 1.35 1.21 1.5% 0.9%
　財 -76,719 -123,596 -128,586 2.4% 2.6% 1.22 1.28 1.0% 1.2% 1.32 1.31 1.4% 1.3%
　サービス -16,477 -33,124 -71,395 3.5% 7.3% 1.44 4.16 1.8% 7.1% 1.40 1.04 1.7% 0.2%

国内総生産（市場価格） 546,207 742,354 1,004,580 1.5% 3.0% 1.12 1.36 0.5% 1.5% 1.22 1.36 1.0% 1.5%
所得側GDP
労働所得 305,857 397,378 526,803 1.3% 2.7% 0.92 0.82 -0.4% -1.0% 1.41 2.11 1.7% 3.7%
資本所得 218,388 316,652 444,837 1.9% 3.6% 1.04 1.45 0.2% 1.9% 1.40 1.40 1.7% 1.7%

国内総生産（基本価格） 524,244 714,030 971,639 1.5% 3.1% 1.12 1.36 0.5% 1.5% 1.22 1.37 1.0% 1.6%
労働分配率 58.3% 55.7% 54.2% – – – – – – – – – –

年成長率 2040 年成長率2020 2040 年成長率 2040

出所）筆者作成

所得面を見ると、名目賃金が上昇しているにもかかわらず、マクロの労働分
配率は 2020 年の 58.3% から BaU では 55.7%、TSI ではさらに 54.2% まで
低下している11。こうした労働分配率の低下は、両シナリオにおいてマクロの
総労働時間（hours worked）が減少するためであり、これは人口減少ととも
に労働節約的な技術革新が社会実装されることの帰結である。就業構造と所得
分配への影響については、それぞれ 3.5 節および 3.6 節で論じる。また、エネ
ルギー・電力消費や国内 CO₂ 排出に関する状況は 3.7 節で検討する。

３.２ 成長をもたらす技術革新
TSI シナリオにおける経済成長の加速を、その源泉となる技術革新の大分類

（T）別に分解したものが図表３である。BaU での停滞から TSI における 257
兆円（基本価格評価 GDP）の成長加速に至る技術革新ごとの寄与として、最
大の源泉はスマートファクトリー（T02）の 54 兆円である。技術革新の社会

11：ここでの労働分配率は、雇
用者報酬のみではなく、自営業主
や家族従業者の労働所得（資本所
得の推計値を除く）を加えた総合
的な労働所得により捉えられ、基
本価格評価によるGDPを分母と
して定義されている。
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実装による合理化は、労働コストなどの削減を通じてコスト競争力を改善す
るが、TSI ではそれが生産規模の拡大を伴い、日本の製造業の復活として顕在
化している。この効果は、脱炭素政策を緩和したエネルギー（T03）や、デー
タセンターを基盤とする情報サービス（T05）の安定供給を前提として成立し
ている。市場規模の拡大を伴う合理化はスマートヘルス（T08）などにも見ら
れ、同分野では 39 兆円の寄与が示されている。

合理化効果が上回るデジタル行政基盤（T12）では、実質的なサービス量を
拡大しつつも、名目 GDP 拡大への寄与はマイナス（1 兆円）となっている。
しかし、こうした合理化は家計による実質消費の拡大にも寄与し、家事労働の
負担を軽減させながら女性や高齢者の就業拡大を支え、40 兆円もの拡大を示
すスマートライフ基盤（T10）の充実を後押ししている。そのうち付加価値に
して 9 兆円ほどは、国際的な市場拡大を積極的に展開しようとするコンテン
ツ産業の輸出拡大によるものである12。

図表３　技術革新大分類ごとの付加価値変化：TSIシナリオとBaUの差
T01.アグリテック・
バイオ技術基盤
（13兆円）

T02.スマートファクト
リー・製造革新基盤

（54兆円）

T03.エネルギー
安定供給基盤
（23兆円）

T04.スマートモビリ
ティ・物流基盤

（19兆円）

T05.デジタル・
情報通信基盤
（3兆円）

T06.フィンテック・
価値交換制度基盤
（13兆円）

T07.教育・
人材開発基盤
（10兆円）

T08.スマート
ヘルスケア基盤
（39兆円）

T09.高齢社会・
ジェロントロジー基盤

（15兆円）

T10.スマートライフ・生
活支援基盤

（40兆円）

T11.ラストライフ
デザイン基盤
（6兆円）

T12.デジタル行政基盤
（-1兆円）

T13.レジリエンス基盤
（25兆円）

※TSIシナリオにおけるBaUシナリオからの付加価
値拡大合計＝257兆円

出所）筆者作成

日本社会の高齢化のさらなる進展に対応して、TSI ではスマートヘルス
（T08）に加え、日常移動や外出支援の高度化を含むスマートライフ（T10）、
健康寿命の延伸や社会参加を促すジェロントロジー基盤（T09）、さらに人生
の最終段階における意思表明支援などを担うラストライフデザイン（T11）に
至るまで、ライフコース全体にわたる需要創出型の市場拡大が想定されてい
る。ラストライフデザインの市場規模には不確実性が残るものの、海外売上を
含め、付加価値ベースで 6 兆円が見込まれる。日本経済において、加齢適応
型市場の拡大は社会保障政策のみならず、産業政策としても重要であり、資本

12：2025 年 6月、政府は日本
発コンテンツの海外市場規模を
（2023 年 5.8 兆円から）2033
年までに 20兆円に拡大する目標
を策定している。同目標における
2040 年値は 47.7 兆円である
（経済産業省「コンテンツ産業成
長投資支援事業の概要」2025年
12月 19日）。

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/entertainment_creative/pdf/009_13_00.pdf
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蓄積と労働参加の両立を通じて、新たな成長ポテンシャルを日本経済にもたら
す13。

３.３ 成長の産業起因
TSI シナリオにおいて加速する経済成長を、技術革新大分類の影響を明示し

ながら、産業別の付加価値創出から整理したものが図表４である（技術革新中
分類ごとの詳細表は付表１）。付加価値の規模拡大はサービス業が担う局面が
大きいが、日本経済ではとくにその前提として国際競争力を有する製造業とい
う産業基盤の再構築が欠かせない。TSI における BaU からの付加価値増分の
うち、サービス業による寄与は 180 兆円超に達する一方で、その多くは製造
業の生産拡大や高度化に伴って派生的に生じる需要である。実質的に成長の波
及を牽引しているのは 66 兆円の増分を生み出す製造業である。その競争力強
化には、安価かつ安定的なエネルギー供給や高度な情報サービスの提供が不可
欠であり、TSI ではこれらが相互に補完し合う好循環が形成される14。

図表４　産業別の付加価値変化：TSIシナリオとBaUの差
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出所）筆者作成
注）技術革新中分類ごとの詳細表は付表１を参照

製造業における中核的な牽引役は一般機械製造業である。スマートファクト
リー（T02）における産業用ロボットの導入拡大、エネルギー安定供給（T03）
のための原子力・高効率火力発電所の更新投資、さらにスマートライフ（T10）
における家庭用ロボットの社会実装を背景に、国内外からの需要拡大が見込

13：BIP の役割は、需給均衡の
下で成立しうる市場規模や経済効
果を描写することにあるが、現実
の医療・介護・看護分野では、公
的保険や税財源に支えられた需要
において、必ずしも効率的な資源
配分が実現していないとの指摘も
少なくない。とくに多死社会の進
展に伴い、訪問看護等の分野では
サービス供給の質や適正性をめぐ
る課題が顕在化しており、市場規
模の拡大と同時に、それを社会的
厚生に転化させる市場設計や制度
運用の在り方が問われている。

14：高いエネルギーコストを背
景に、ドイツでは近年、産業界か
ら現行のエネルギー・産業政策に
対する批判が公然と示されるよ
うになっている。Der Spiegel
（2025年12月27日）によれば、
金属・電機産業では足元で月当た
り約1万人規模の雇用減少が生じ
ているとされ、企業側・労組側の
双方が 2026 年以降も相当規模
の雇用喪失を見込んでおり、労組
側からは中国との競争環境が必ず
しも公正とは言い難いとの認識も
示されている。

https://www.spiegel.de/wirtschaft/metallindustrie-rechnet-mit-verlust-zehntausender-weiterer-arbeitsplaetze-a-f15fec9e-6e35-459b-b893-ea9098c1cfdd
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まれる。化学工業では、脱炭素へ過度に傾斜しないエネルギー安定供給基盤
の再構築（T03）を前提として空洞化が抑制されるとともに、スマートヘルス

（T08）分野からの需要拡大を背景に、付加価値で約 5 兆円の成長が見込まれ
る。さらに、スマートモビリティ（T04）による自動車・造船など輸送機械の
拡大や、一般機械の成長を通じた中間財需要の波及として、鉄鋼生産でも約 5
兆円の付加価値拡大が生じる。加えて、アグリテック（T01）による価格競争
力の向上や品質改善効果の恩恵は、食料品製造業において約 8 兆円の成長を
もたらしている。

サービス業では、情報サービスおよび対事業所サービスが最大の牽引役であ
る。デジタル・情報通信基盤（T05）の整備により、ソフトウェアの自動化や
データ連携・相互運用が進展し、当該産業の付加価値は直接的には合理化に
よって縮小する側面も持つ。他方で、他の技術革新分野における AI 活用の拡
大に伴い、情報サービス需要は広範に拡大し、全体としては十分に相殺され拡
大する見通しである。

公務部門では、デジタル行政基盤（T12）やデジタル・情報通信基盤（T05）
の進展により、業務合理化に起因する約 3 兆円の生産減が生じる。一方で、
各種レジリエンス基盤（T13）の整備・運用に対する要請の高まりを背景に、
総体としては生産拡大が見込まれる。建設業では、レジリエンス基盤（T13）
やスマートモビリティ（T04）に関連する輸送インフラ整備が主要な牽引要因
となる。金融・保険、卸売・小売、不動産、対事業所サービス、対個人サービ
スにおいても、技術革新の社会実装が広範に進展することで、相対的にバラン
スの取れた成長が見込まれる15。

３.４ 生産性の改善
全要素生産性（Total Factor Productivity: TFP）の成長率は、総産出と

総投入の成長率の差として定義される残差であるが、その重要な含意は、労働
生産性や資本生産性、あるいはエネルギー生産性など、各投入要素の個別生産
性を加重平均した指標として解釈できる点にある。したがって TFP は、生産
の全体効率を示す指標と捉えられる。他方、個別の生産要素による生産性は単
要素生産性と呼ばれる。労働生産性はその代表例であるが、実際にはその改善
が、資本生産性（１単位の資本投入当たりの生産）の低下を伴って達成される
局面も少なくない。ゆえに、単要素生産性の動向を踏まえつつ、全体効率とし
ての TFP に注視することが重要である16。

図表５は、TFP とともに、単要素生産性のうち労働生産性、資本生産性、
エネルギー生産性の年平均成長率（2020–40 年）を、BaU と TSI の両シナ
リオ間で比較している。TSI シナリオでは BaU に比して、デジタル資産の拡
大を背景に資本生産性が悪化する産業も多いが、その下で広範囲にわたる労働
生産性の改善が実現している。全体効率としての TFP に見いだされる特徴は、
技術革新の社会実装による改善が特定の産業に限られず、幅広い産業に及んで
いる点にある。農林水産業や医療・保健分野、あるいはこれまで生産性改善の
機会が大きく制約されてきた製造業の一部においても、BaU ではゼロ成長に
近いものが、TSI では年率 1％程度の改善を示している。

15：こうした産業は、広範な産
業の生産過程に投入される中間投
入財・サービスとしての性格が強
く、レオンチェフ逆行列から算
定される感応度係数（forward 
linkage coefficient）が相対的
に大きい。このため、複数の技術
革新の社会実装を通じた効果が分
散的に作用し、個別分野に依存し
ない、比較的安定した付加価値拡
大として表れている。

16：同様に、エネルギー生産性
（１単位のエネルギー投入当たり
の生産）の改善も、省エネルギー
投資の拡大を通じて資本生産性の
低下を伴う場合が多い。また近年
では、エネルギー使用抑制や環境
配慮を目的とした運用・制度対応
が業務プロセスの複雑化や作業時
間の増加を通じて、労働生産性を
押し下げる要因となる事例もあ
る。生産性分析に関する理論的枠
組みおよび日本経済における長期
測定については、野村（2021）
を参照されたい。
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図表５　産業別生産性改善：BaUとTSIシナリオ
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図表５の最右列には、各指標について一国集計レベルでみた生産性変化を示
している。マクロでみると、資本生産性は BaU の年率 0.4％から TSI の 0.3％
へと、わずかな悪化にとどまる。一方、労働生産性の成長率は、年率 0.9％か
ら 3.1％へと大きく加速しており、これが賃金率の上昇や一人当たり就業時間
の短縮（3.5 節）を可能とする源泉となっている。エネルギー消費量は拡大す
るものの（3.7 節）、ほとんどの産業でエネルギー生産性は改善を示しており、
マクロでも BaU の 0.9％から TSI の 1.4％へと上昇している17。一国経済の
TFP 成長率は、BaU の年率 0.5％から TSI では 1.1％へと加速する。コロナ
禍の 2020 年を参照年としているため、BaU においても TFP 成長率は相対的
に高めに算出されているが、適切な環境整備の下で技術革新が社会実装された
場合、日本経済には年率 0.6 ポイントの TFP 押上げ効果が認められる。

３.５ 雇用は成長に吸収されるか
新たな技術革新の社会実装は、常に雇用への懸念とともに議論されてきた。

図表６は、2040 年におけるマクロ的な就業状況を示している。BaU シナリ
オでも就業人口の減少や高齢化を背景に、総労働時間は年平均 0.3％の減少が
見込まれるが、TSI シナリオではその減少幅は年率 0.9％へと拡大する。一方

17：ここでのエネルギー生産性
は、産業構造変化の影響を含んだ
グロスの指標である。BaUにお
ける年率 0.9%という大きな改
善率には、産業空洞化の進行によ
り、見かけ上のエネルギー生産性
の上昇として表れる効果が含まれ
ている。これに対して TSI では、
空洞化を抑制しつつ、技術導入に
よるエネルギー効率の改善ととも
に、エネルギー消費量の拡大を上
回る生産拡大が実現している。な
お、ここでのエネルギー投入量は、
産業消費分に限り、ナフサなど原
料消費分は除かれている（中間財
として原料投入として扱われてい
る）。
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で TSI では、労働生産性の改善（3.4 節）を通じて、一人当たり平均労働時間
の減少率が BaU（年率 0.1％）を上回る 0.8％となる一方、就業者数は BaU
を 170 万人上回る結果が示されている。とくに拡大が見込まれる労働属性は
65 歳以上の就業者であり、BaU から TSI への移行により 116 万人の就業増
となり、その水準は 2020 年を 10.5% 上回る。

図表６　就業状況：BaUとTSIシナリオ
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時間当たり賃金率も、労働生産性の改善に支えられて上昇しており、高齢者
では全就業者平均の年率 3.6％増を上回る 5.3％の増加が見込まれる。女性に
ついても平均を上回る 4.2％の賃金上昇が見込まれ、男女間賃金格差は縮小す
る18。結果として TSI では、技術革新により労働時間の短縮とワークシェア
リングが進行する中でも、総労働時間の減少を上回る賃金率の上昇が実現し、
労働所得は BaU の年 1.3％から 2.7％へと大きく拡大している。

TSI において、BaU からネットで 170 万人の就業者増が生じるが、その技
術革新大分類別の源泉を示したものが図表７である。技術革新の内容に応じ
て、就業への影響には大きなばらつきがみられる。付加価値面で最大の牽引
役であったスマートファクトリー（T02）は、生産拡大効果を考慮しても、製
造工程の自動化・省人化の進展により、製造業や建設業において就業者数では
ネットでそれぞれ 100 万人を超える減少となっている。フィンテック（T06）
でも、金融・保険業における業務合理化や国際決済の効率化を背景に、卸売業
でも就業機会の縮小が生じ、生産拡大による雇用増を含めた総合効果として
100 万人もの大きなマイナスの影響が確認される。デジタル行政基盤（T12）
やデジタル・情報通信基盤（T05）においても、AI による業務代替効果を通
じて就業機会は減少している。

18：男女の就業における学歴や
就業形態、産業などの差異を考慮
した、男女間の純粋な賃金格差指
数について、KEOデータベース
による長期時系列推計をみると、
1950年代には約 35％（単純な
平均賃金格差では 60％）存在し
ていた格差は、時間を通じてほぼ
直線的に縮小し、2023年には約
19％（同 28％）となっている。
TSI シナリオでは、こうした格差
縮小の動きがさらに加速する。
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図表７　技術革新大分類ごとの就業者数変化：TSIシナリオとBaUの差
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このように就業機会が大きく減少する技術革新がある一方、アグリテック
（T01）では、生産工程の合理化が進むものの、構造的な人手不足を背景に就
業機会が創出され、農林水産業においても総合効果として就業者数の増加が見
込まれている。ジェロントロジー基盤（T09）、レジリエンス基盤（T13）、ス
マートヘルス（T08）、エネルギー安定供給（T03）などでは、関連する多く
の産業において就業機会が拡大している。スマートモビリティ（T04）におい
ても、運輸業では総合効果として大幅な就業機会の減少が見込まれる一方、関
連するサービス業では就業機会が拡大し、総合的にはわずかに拡大する見通し
である。

総じて、TSI における技術革新大分類のうち、おおむね半数では就業面で純
増効果が見込まれ、製造業や金融分野などにおける大きな就業機会の減少は、
経済成長の加速に伴う他産業における雇用創出によって、マクロ的には吸収さ
れる構造となっている19。

３.６ 所得格差は拡大するか
日本における所得格差の拡大や所得階層の固定化に対する問題意識が広く

共有されるようになっている。近年の言論空間でも、2025 年に創刊された
『Tropic』（講談社× GOOMO）に掲載されたモグラの寓話が象徴的に描く
ように、長期停滞下の日本経済において、分配構造の変化は多くの人々にとっ
て直感的な違和感として捉えられてきた。実際、1990 年代以降の日本経済は、
1995 年から 12 年間にわたって品質調整済み賃金指数が低下するという、先
進国では例をみない局面を経験している。非正規雇用の拡大と相まって、マク
ロ経済環境の下で持続した賃金抑制は、分配問題をより深刻なものとした。

こうしたマクロ的な分配環境に加え、技術革新が就業構造や賃金格差に与え
る影響も長らく懸念されてきた。その代表的な整理が、技術革新によって高
技能労働への需要が相対的に増加し、教育供給が追いつかない場合に賃金格差
が拡大するという、技能バイアス型技術進歩（Skill-Biased Technological 
Change: SBTC）である。Katz（2025）などの実証分析はこの仮説を支持し

19：BIP における就業者数の変
化は、技術革新に伴う産業間・職
種間の再配分を、労働需要側から
マクロ的に捉えたものであり、個
別労働者の移動に伴う摩擦や調整
コスト（再訓練、地域移動、制度
制約等）は明示的には考慮してい
ない。BIP は、こうした摩擦を前
提とした政策的対応や制度設計を
検討するための基礎的な情報を提
供することを目的としている。
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てきたが、近年の米国労働市場では、プログラマーを含む高技能職で雇用調整
が進む一方、建設・保守・物流といった現場労働において賃金上昇が観察され
るなど、従来の SBTC の描像と必ずしも整合しない動きも確認されている。

BIP では、828 の経済活動と、性別×年齢×学歴×就業形態のクロスによ
り定義された 760 の労働属性の組み合わせを分析上の基本単位とし、実際に
観測可能なセルを通じて労働構造を高解像度に記述している。こうした枠組み
は、相対的な所得格差の変化に接近する上でも有益である。図表８は、これら
の各属性について、就業者一人当たり年平均労働所得の分布をヒストグラムと
して示している20。長期の経済停滞によって賃金水準が抑制されてきた日本経
済においても、2040 年には BaU シナリオの下で、年間名目所得が 150 万円
以下や 250–600 万円ほどの就業者シェアが低下し、700–1,100 万円の所得層
が拡大するなど、2020 年と比して賃金分布は全体として右方にシフトしてい
る。とくに図表８下段に示されるように、各種サービス業や建設業における低
賃金就業者シェアの低下は顕著である。

さらに TSI シナリオでは、ブルーカラー労働者を中心とする賃金率の上昇
に加え、技術革新に伴う合理化の進展によって、医療 ･ 保健や製造業における
低賃金就業者のシェアも低下する。この結果、労働所得分布は 850–1,500 万
円の所得層が拡大するなど、BaU に比してもう一段の右方シフトを示してい

20：ここでの就業者には、雇用
者に加え、自営業者と家族従業者
を含んでいる。

図表８　労働所得ヒストグラム：BaUとTSIシナリオ

出所）筆者作成
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る。一方で、年間 150–250 万円の就業者シェアには両シナリオで大きな変化
はみられず、短時間労働者など多様な働き方が引き続き存在することも示され
ている。

このように TSI シナリオでは、マクロ経済の名目成長率の上昇（3.1 節）や
労働所得の拡大（3.5 節）を背景として、技術革新の社会実装が、労働所得に
おける賃金格差を縮小する方向に作用しうることが示唆される21。もっとも、
今後も現実経済における賃金変化の観察を通じて、シナリオの継続的な精査・
更新が必要であり、少なくとも次の点には留意が求められよう。

第１に、高齢者就業の拡大も見込まれる農林水産業などでは、低賃金就業者
のシェアが依然として大きい点である（図表８）。これは、日本における地域
間賃金格差が容易には是正されない可能性を示唆している。TSI では、農林水
産業でも TFP 成長率は年 1％を超える水準までの回復が見込まれるが（図表
５）、海外販路の拡大などを通じた高付加価値化の実現に向けては、引き続き
追加的な取り組みが求められる。

第２の留保として、図表８は労働所得の分布に限定されている。TSI でも、
マクロの労働分配率は低下しており（図表２）、資本所得のシェア拡大が同時
に進行している。資本所得は、BIP では現状の財産所得推計値に基づいて世帯
階層別に配分しており、TSI に想定される資本所得拡大に伴う分配構造の内生
的な変化については、明示的にモデル化していない22。また TSI では、拡大
する所得が日本国内に還流し、国内投資や消費に充当されることを前提として
いる。長期停滞下の日本経済では、海外企業へのロイヤリティや手数料の支払
いを含む経常的な支出のみではなく、蓄積された資本所得がさまざまな形で海
外へ移転してきたことが、国内における成長の好循環を阻害してきた可能性も
否定できない。TSI に描写される経済像を現実のものとしていくためには、経
済合理性に乏しい資本所得の流出を抑制し、国内での投資・消費に結び付ける
政策対応が求められる。

３.７ エネルギー消費の拡大
経済成長の革新は、エネルギー消費の拡大を伴わずには実現しえない。TSI

シナリオでは、エネルギー政策を現実的な制約条件に即して修正することによ
り、経済成長と電力の安定供給の両立が図られている。電力単価では、高コス
トな再生可能エネルギーの導入拡大や系統コストの増大を織り込む BaU シナ
リオでは年率 2.5％の上昇が見込まれるのに対し、TSI シナリオでは年率 1.8％
に抑制される23。一方、石油製品を含む国内エネルギー消費全体では、原油価
格上昇の想定による影響を受け、価格上昇率は TSI でも年率 2.4％となるもの
の、BaU（年 3.2％）に比して上昇幅は大きく抑制されている24。

エネルギー価格上昇の抑制に加え、TSI では、電力の安定供給に対する信頼
の回復や、脱炭素政策に伴う過度な規制の緩和を通じて、非価格的要因による
産業空洞化の抑制も図られている。これにより、国内立地が不可欠とされる
データセンターの建設が阻害されることなく進展し、産業や交通・物流など
広範な分野における AI 活用（3.8 節）の社会実装を支える基盤が形成される。
その結果、エネルギー消費量の伸びは BaU の年率▲ 0.3％から TSI では年率

21：こうした試算は、近年の実
証研究とも整合的である。所得格
差拡大の要因をめぐっては、技術
革新（SBTC）を重視する立場と、
金 融 化（financialization） を
重視する立場がある。金融化とは、
金融部門の拡大や企業統治・政策
運営が短期的な収益指標に強く影
響される構造変化であり、実証分
析では金融・保険業の付加価値
シェアなどによって代理されるこ
とが多い。Lee and Lee（2025）
は国際比較分析により、イノベー
ションと所得分配には安定的な関
係を見いだせない一方で、金融化
が所得格差拡大と有意に関連して
いることを示している。

22：BIP の現行仮定の下では、
総合所得として世帯属性別に評価
した場合、格差が縮小するとの結
果は得られていない。税制や所得
再分配政策の検討では、労働所得
のみに着目した就業者間の再配分
を志向するよりも、資本所得を含
めた総合所得に対する課税の在り
方や、労働所得課税から消費課税
へのシフトを併せて検討すること
が重要となる。

23：2025 年 11 月に開催され
た COP30 の失速やエネルギー
安全保障の重視を受け、化石燃
料需要が中長期的に大きく減少
し、価格が大幅に低下すること
を前提とする見通しの妥当性は
大きく低下している。本稿での
化石燃料価格は、IEA World 
Energy Outlook 2025 におけ
る Current Policies Scenario
（CPS） を参照し、化石燃料需要
が中長期にわたり高水準で推移
し、価格には下方硬直性が残るこ
とを想定している。とくに原油
は、CPS では１バーレル当たり
2024 年の 79 ドルから 2035
年に 89 ドル、さらに長期では
2050 年に 106ドルへの上昇が
見込まれている。

24：電力およびエネルギー総合
の 2020‒40 年における価格成
長率が相対的に大きく算定される
点は、円安の進行に加え、本試算
が、コロナ禍においてスポット市
場で化石燃料価格が大きく低下し
た2020年を価格基準としている
ことにも依存している。こうした
ベース効果を緩和するとともに、
在庫や長期契約を含む消費者価格
の近似とするため、2020 年の
価格水準については、2019‒20
年の平均価格を基準として設定し
ている。
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0.5％へと転じ、一国経済全体のエネルギーコストは BaU の 85 兆円から TSI
では 86 兆円へとわずかながら拡大する25。

図表９　エネルギー消費とＣＯ₂排出：BaUとTSIシナリオ

BaU TSI
!BaU"#

!$%&

'("#
BaU TSI

!"#$%&'()*+, 10-. 58,154 47,933 84,874 86,431 1.018 1.486 2.9% 2.9%
///////&'0 2020=1.0 1.11 1.00 0.94 1.11 1.180 0.996 -0.3% 0.5%
///////&'12 2020=1.0 1.09 1.00 1.89 1.63 0.863 1.492 3.2% 2.4%
!"#$%345 2020=1.0 0.92 1.00 1.19 1.33 1.124 1.441 0.9% 1.4%
67&'0)869:;<=8, -kWh 10,566 10,119 10,260 12,253 1.194 1.160 0.1% 1.0%

)>?*+@A, % 83% 75% 53% 59%
)BC7@A, % 3% 4% 11% 15%
)D!"@A, % 18% 21% 37% 26%

67&'( 10-. 21,139 19,972 33,691 34,549 1.025 1.634 2.6% 2.7%
67E1 ./kWh 20.0 19.7 32.8 28.2 0.859 1.409 2.5% 1.8%
)*+,-./CO2FG0 0t-CO2 110,268 98,305 76,887 106,033 1.379 0.962 -1.2% 0.4%

)HIJKL@MNA, % -11% -30% -4%
)2013OP@MNA, % -20% -38% -14%

1QRSTCO2FG0 t-CO2 8.8 7.9 6.8 9.4 1.379 1.065 -0.7% 0.9%
)HIJKL@NUA, % -10% -23% 6%

CO2FGBEV g-CO2/.!2020O12# 1.95 1.80 1.26 1.43 1.134 0.733 -1.8% -1.1%
)HIJKL@NUA, % -8% -35% -27%
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56
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HIJKL
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出所）筆者作成
注）2020年値はコロナ禍におけるCO₂排出減の影響が大きいため、コロナ禍前水準（2015–19年平均）
を、日本エネルギー経済研究所『EDMC/エネルギー・経済統計要覧（2025年版）』（2025年4月）および
エネルギーコスト・モニタリング（2025年12月）に基づき記載

国 内 に お け る エ ネ ル ギ ー 起 源 CO₂ 排 出 量 は、BaU で は 7.7 億 t-CO₂
（2013 年度比▲ 38％）まで低下するのに対し、TSI では 10.6 億 t-CO₂（同
▲ 14％）となる。近年の排出量の実績値には、コロナ禍による需要縮小や産
業空洞化の影響が大きく含まれているため、コロナ禍前の水準（2015–19 年
平均）と比較すると、TSI における排出量は▲ 4％である。TSI では、産業基
盤を大きく回復させながらも、CO₂ 排出の絶対量でもコロナ禍前水準を下回
るほどに抑制されている。

実質 GDP 当たりの CO₂ 排出原単位でみると、エネルギー生産性の改善と
技術革新の社会実装による生産拡大を反映し、コロナ禍前水準の 1.95 から
1.43（g-CO₂/ 円）へと 27％の改善を示している。国際的に排出削減負担に
関する制度的調和を欠く現状においては、政策目標を排出量の絶対値に置いた
ままカーボンリーケージ（炭素の漏れ）に目を伏せるのではなく、成長当たり
の排出原単位へと政策の重心を戻すことが重要である。

３.８ 経済革新におけるAIの寄与
AI の基盤モデル開発力において、米国や中国に比べ日本が大きく劣後する

との認識から、AI 活用による経済成長への寄与については悲観的な見方も少
なくない。しかし、経済的な収穫は必ずしも競争の激しい開発分野そのものに
集中するとは限らず、むしろ多様な産業への応用・社会実装の段階において顕
在化する可能性がある。また、近年の日本経済における産業基盤の弱体化を理

25：ここでのエネルギーコスト
は、エネルギー転換に投入される
一次エネルギー消費額を含むグロ
スの定義に基づいている。2020
年はコロナ禍の影響によりエネル
ギー消費および価格が大きく低下
しているが、エネルギーコスト・
モニタリング（2025年 12月 6
日公表）によれば、グロスエネル
ギーコストは 2022 年 83.1 兆
円、2023 年 75.1 兆円である。
これらの実績との比較では、将来
の原油価格上昇を想定した場合で
も、TSI のエネルギーコスト水準
はおおむね同程度と評価される。
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由に、製造業を中心とした AI 活用への期待を放棄することも妥当とは言えな
い。産業基盤の劣化は、1980 年代後半の日米構造協議以降、2010 年代後半
の脱炭素政策の加速に至るまで、国内における中長期投資の誘因を低下させて
きた一連の政策環境の帰結として理解できる。

AI 活用における重要な制約要因が電力であるとしても、日本において電力
価格が相対的に高い経済環境が今後も継続する可能性は高い。その下では、巨
大汎用モデルのフロンティア学習や大規模トレーニング、ならびに文章生成・
検索などの汎用推論といったコモディティ化した計算については、海外のワッ
ト（電力量）を活用し、ビット（情報量）を輸入することの合理性が高い。

他方、国内立地が不可欠な計算も存在する。第一に、安全保障、医療、行
政、製造現場、金融、交通、教育など、機密性が高く、かつデータ規模が大き
く更新頻度の高い処理である。第二に、金融の高速取引、工場制御、ロボティ
クス、物流、電力需給調整、交通管制、医療診断支援など、遅延そのものが費
用となる低レイテンシ処理である。第三に、運用人材の育成や研究開発を通じ
て形成されるクラスター外部性を国内に保持する必要性である。

TSI シナリオでは、技術革新に伴って拡大する計算負荷全体のうち、おおむ
ね４割ほどが国内におけるデータセンター立地を要すると仮定している。そ
の前提となるのが、原子力および LNG・石炭火力を中心とした電力の安定供
給である。こうした国内計算需要を満たすことにより、電力消費量は BaU の
0.1% から TSI では年率 1.0％の増加（図表９）へと大きく拡大し、AI の社会
実装と産業基盤の再構築を下支えしている。

こうした基盤の下では、AI 活用は大きな潜在力を有する。とりわけ、労働
供給が構造的に不足し、長期停滞の下で賃金水準が抑制されてきた日本経済に
おいては、賃金上昇を受け入れつつ、労働投入をデジタル資本によって代替し
ていく産業構造の革新に向けたポテンシャルは大きい。

BIP では、技術革新小分類（167 分類）ごとに AI の寄与を想定すること
により26、TSI シナリオにおける経済成長のうち、AI が果たす貢献を定量的
に抽出している。図表 10 は、技術革新大分類別に、TSI の総合効果に占める
AI の寄与を示しており、左図は付加価値、右図は就業者数への影響を示して
いる。なお最下段には、すべての技術革新を同時に実装した統合シナリオを示
している。

TSI の統合シナリオでは、2040 年に名目 GDP1,005 兆円を実現する付加
価値拡大 257 兆円（基本価格評価）のうち、132 兆円が AI 活用による寄与
である。AI による成長寄与は、スマートファクトリー（T02）、スマートヘル
ス（T08）、スマートライフ（T10）といった技術革新を主な源泉としており、
AI の社会実装が経済成長において重要な役割を果たしうることが示される。

就業者数については、統合シナリオにおいて 170 万人の増加が見込まれ、
そのうち 59 万人が AI 活用による寄与である。技術革新別にみると、フィン
テック（T06）、デジタル・情報通信基盤（T05）、教育・人材開発基盤（T07）
などでは、業務合理化や自動化を通じて、定型的な情報処理業務や事務的業務
に従事する就業機会が大きく減少する一方、ジェロントロジー基盤（T09）や
スマートヘルス（T08）では、健康寿命の延伸やサービス需要の拡大を背景

26：AI による寄与の抽出では、
AI 活用がもたらす間接的な波及
効果を厳密に識別することは困難
である。本稿では、AI 活用サー
ビスの投入によって直接的にもた
らされる構造変化を直接効果と定
義し、その利用によって合理化・
代替されるサービス投入に起因す
る効果を間接一次効果、それ以外
の波及を間接二次効果と整理す
る。この整理に基づき、167 の
技術革新小分類ごとに、直接・間
接効果の相対的な大きさを考慮し
て、AI 寄与度を 1.0 から 0まで
の連続値として付与している。こ
れらは、AI の効果を基礎技術の
源泉へと帰属させるための操作的
仮定に基づくものであり、その解
釈には留意を要する。
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に、とくに高齢者就業を中心とした雇用創出が見込まれている。ゆえに統合シ
ナリオにおける就業者数の純増は、同一の労働属性における増加を意味するも
のではなく、異なる年齢層・技能・就業形態間での就業転換を伴う集計結果で
ある。AI 活用を通じた成長を円滑な雇用拡大へと結び付けるためには、職業
訓練、再教育、就業移行支援など、就業ミスマッチを緩和する政策的対応が求
められる。

図表10　TSIシナリオの総合効果に占めるAIの寄与：付加価値と就業者数
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４．結び

本稿では、さまざまな技術革新の社会実装が経済全体に及ぼす影響を高解像
度で描写するための経済モデルとして BIP を構築してきた。BIP は、技術革
新がどの経済活動に、いかなる産業連関や構造変化を通じて波及するのかを可
視化し、生産・就業・分配・エネルギー消費といった経済の多面的な側面を、
一般均衡の枠組みの下で整合的に捉えることを目的としている。

本稿で描かれた名目 GDP1,000 兆円規模の革新的成長は、付加価値の拡大
という形ではサービス業に現れるが、その成長メカニズムの中核は製造業にあ
る。製造業を起点とする競争力強化と中間財需要の波及が、情報サービスや対
事業所サービスを中心とするサービス部門の規模拡大を支えており、日本経済
の成長像は、単なるサービス経済化ではなく、製造業を基軸とした産業連関の
再活性化として理解される。

その前提条件として、電力および情報サービスの安価かつ安定的な供給が不
可欠である。国際的な制度環境や脱炭素技術のコストを踏まえれば、本稿の分
析は、これまでの脱炭素政策がこの前提条件と必ずしも整合的ではなかった可
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能性を示唆している。成長と産業競争力を同時に実現するためには、理念先行
ではなく、エネルギー供給の安定性とコスト制約を直視した現実的な政策の再
設計が求められる。

この課題は日本の政策選択にとどまるものではなく、国際的なエネルギー需
給構造とも関係している。とりわけ先進国からの支援が不透明化するアジア諸
国では、旺盛な電力需要の現実に即した政策転換が先行して進んでいる。こう
した地域においては、原子力とともに、高効率かつ環境設備を備えた石炭火力
が果たす役割は依然として大きい。これらの分野における日本からの技術移転
は、日本国内の排出量を上回る規模での国際的な排出削減に資する可能性を持
つ。その実現に向けては、2020 年代前半に ESG を軸とした金融行動を経験
した日本の金融機関が、現実的な成長投資を支える主体として、その役割を再
定義することが求められる。アジア経済の成長を、日本経済成長の代替ではな
く、補完的な成長機会として位置付ける視点が重要である。

もっとも、技術革新によって実現される経済成長が、社会厚生の改善を自動
的にもたらすわけではない。制度設計や市場構造によっては、市場規模の拡大
が資源の浪費や質の低下、非効率な資源配分を伴うことも少なくない。本稿で
示した BaU と TSI の両シナリオは、2040 年の日本経済における分岐像であ
り、技術導入が社会的厚生に転化しうる制度・市場設計を検討するためのマク
ロ的な情報基盤を提供するものである。他方、BIP による社会価値評価への
挑戦は今後の課題として残されている。今後は、ミクロな行動や制度運用の実
態に関する観察・実証とより有機的に接続しつつ、生産・就業・分配・エネル
ギー制約といった構造条件の下で、技術革新を社会厚生の改善へと転化させる
ための総合的な戦略を具体化していくことが求められる。
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補論１：拡張産業連関表（AIOT）

BIP の実証基盤を与える AIOT の構造は図表 11 に示されるが、以下のよ
うな特性を持つ。

図表11　AIOTのフレームワーク
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１）　�生産性勘定（KLEMS 勘定）を包括させるため、AIOT では 828 の経済
活動ごとに 760 の労働所得、252 の資本所得（土地などの非生産資産を
含む）の構造を明示するように拡張される27。

２）　�最終需要構造として、家計消費では 220 の世帯属性別消費、総固定資本
形成では 828 の産業別投資、海外部門では相手国別輸出マトリックス

（財輸出では 235 カ国、サービス輸出では 41 カ国）に分割される。
３）　�シェアリング経済の進行には現在の家計部門の活動が市場経済に内部化

27： 経済活動ごとの労働・資本
所得構造は、KEOデータベース
を用いて分割推計をしている。分
割推計では一定の仮定に依存せざ
るを得ず、AIOT 構築に関する詳
細は別稿で報告する。

file:///Users/take45/Documents/%e3%83%95%e3%82%af%e3%82%a4%e3%83%b3%26FG/SBI/SBI%20FERI%20%e9%87%91%e8%9e%8d%e7%b5%8c%e6%b8%88%e7%a0%94%e7%a9%b6%20%e6%89%80%e5%a0%b1%20Vol009/%e2%91%a4SBI-FERI%20BIP%e3%83%a2%e3%83%86%e3%82%99%e3%83%ab%e3%81%ab%e3%82%88%e3%82%8b%e5%b0%86%e6%9d%a5%e5%b1%95%e6%9c%9b%ef%bc%88%e9%87%8e%e6%9d%91%e5%85%88%e7%94%9f%ef%bc%89/%e2%91%a4SBI-FERI%20BIP%e3%83%a2%e3%83%86%e3%82%99%e3%83%ab%e3%81%ab%e3%82%88%e3%82%8b%e5%b0%86%e6%9d%a5%e5%b1%95%e6%9c%9b%ef%bc%88%e9%87%8e%e6%9d%91%e5%85%88%e7%94%9f%ef%bc%89/%e5%88%9d%e6%a0%a1%e5%85%a5%e7%a8%bf/「ESG投資の進化、Society%205.0の実現、そしてSDGsの達成へ%20－課題解決イノベーションへの投資促進－」
http://www.21ppi.org/theme/data/200708.pdf
https://sbiferi.co.jp/assets/pdf/review/review_vol07_04_202502.pdf
https://sbiferi.co.jp/assets/pdf/review/review_vol07_04_202502.pdf
https://store.kinzai.jp/public/item/book/B/14370/
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されるものもあり、16 の耐久消費財の帰属サービス消費を明示的に計上
する28。それにより生産と厚生の評価を適切に識別しうる29。

４）　�デジタル・ガバメントなどによる一般政府の活動における効率性改善や、
より多様な政府サービスの描写のため、一般政府の機能別支出分類に対
応して、53 の政府サービス生産が分割される。

５）　�TSI シナリオでは、現在の市場にはない新しい財・サービス、あるいは
将来的に大幅に改善される財・サービスの出現も期待される。そうした
生産物を生産する新産業を描写できるように AIOT が設計される。

６）　�高解像度な経済像の描写のため、生産物と産業は細分化され30、上記の
家計・政府の拡張および新産業を含め、828 分類の経済活動が定義され
る。

補論２：BIPにおける分類システム

BIP で設計される TASFV 分類群（2.2 節）は、それぞれ以下のように定義
される。
T. 技術革新分類（Technology Innovation Classification）

個別の技術およびその社会的実装を促す制度革新を対象とし、社会・産業に
おける機能・用途に基づき整理した分類。大分類（13）、中分類（72）、小分
類（167）で構成される。

A. 経済活動分類（Economic Activity Classification）
技術革新によって生産構造・生産性、あるいは需要面で影響を受ける、産業

および家計による経済活動の分類。将来的に創出され得る新たな産業活動も含
む。

S. 構造変化分類（Structural Change Classification）
技術革新によって誘発される単要素生産性の変化、未利用資源の活用、需要

創出、生産物の品質改善、労働や非生産資産の価格変化、輸入係数の変化な
ど、経済構造の変化の分類。

F. 基盤技術分類（Foundational Technology Classification）
AI、量子計算、ロボティクス、バイオ技術など、複数分野に波及し得る汎

用基盤技術（GPTs）の視点から、T 分類を俯瞰的に位置付ける分類。

V. 社会価値分類（Social Value Classification）
包摂性、多様性、公平性、安全性、持続可能性など、技術革新によって創出

される社会的価値の側面を評価する分類。

28：国民経済計算体系の国連勧
告である 2008SNAを超えたこ
うした勘定体系はジョルゲンソニ
アン勘定とも呼ばれる。耐久消費
財の帰属計算値などの概念変更に
よっては一国経済のGDPは増加
する。BIP はジョルゲンソニアン
勘定に基づく影響を評価するが、
本稿の名目GDPなどは現行推計
値との比較のため 2008SNAに
基づいた計数を報告している。

29：たとえば、個人が自ら運転
していた自家用車の移動は、自動
運転サービスの利用が内部化され
れば、GDPの拡大（市場生産の
増加）となる。それに対し、家計
が自ら運転する現在では、経済に
内部化されているコストは自動車
取得やその整備費、またガソリン
などのコストのみである。このと
き、現在の経済勘定では自家生産
によるサービス価値が抜け落ちて
いるのみと捉えれば、真のサービ
ス生産量には大きな差異はないの
かもしれない。

30：産業分類の拡張は、建設部
門分析用産業連関表（国土交通
省総合政策局情報政策課）、教育
部門分析用拡張産業連関表や卸
売・小売サービス生産データベー
ス（ともに慶應義塾大学産業研究
所）などの利用による。なお、行
部門でのみ存在する化学製品など
は列部門においても一定の仮定の
下に分割推計し、列部門のみで存
在する電力なども行部門で分割推
計することにより正方行列として
いる。
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補論３：技術革新大分類

技術革新の大分類は、以下のように定義される（その中分類は付表１を参
照）。

T01. アグリテック・バイオ技術基盤
農業生産性の向上のため、AI、IoT、センサー、ロボティクス等を活用した

精密農業・自動化や、バイオマス・バイオ肥料の利用を促進し、循環型農業と
地域経済を支える基盤を整備する。

T02. スマートファクトリー・製造革新基盤
製造現場の自動化・自律化、デジタル化、生産最適化を推進し、熟練技能の

形式知化や人間中心設計を通じて、持続可能なものづくりを支える技術・制
度・インフラを高度化する。

T03. エネルギー安定供給基盤
脱炭素偏重を修正し、電力の安定的・経済的な供給のため、費用対効果を踏

まえた送電・蓄電整備と電源ミックスの最適化により、産業空洞化を抑制し
データセンターの需要増に対応する。

T04. スマートモビリティ・物流基盤
次世代車両、自動運転、MaaS 等を活用し、環境性能の向上、安全性の確

保、輸送効率化を図り、ICT や制度改革を通じて持続可能で利便性の高い移
動・物流ネットワークを構築する。

T05. デジタル・情報通信基盤
高度通信網、衛星通信、AI 等による情報通信・計算基盤を整備し、生産管

理・サービス提供の高度化と省人化を通じて、産業横断的な生産性向上と付加
価値創出を支える。

T06. フィンテック・価値交換制度基盤
キャッシュレス決済、分散型金融、デジタル通貨等を通じ、金融サービスの

デジタル化・高度化を進め、安全性・相互運用性を備えた価値交換基盤を整備
する。

T07. 教育・人材開発基盤
産業構造や技術変化に対応する人材育成のため、学校教育を含むデジタル教

育の高度化、リスキリング、産学連携を通じて、生涯学習と能力開発の機会を
拡充する。

T08. スマートヘルスケア基盤
AI、ICT、センサー等を活用して医療・介護の質と効率を高め、遠隔診療、



48　｜　SBI Research Review vol.9

技術革新の社会実装は日本経済をどう変えるか

個別化医療、介護支援技術の普及を促進し、医療資源の最適活用と持続可能な
健康・福祉体制を構築する。

T09. 高齢社会・ジェロントロジー基盤
高齢化の進展に対応し、健康寿命の延伸や社会参加の促進、加齢適応型の産

業・サービスを通じて、医療・福祉にとどまらない社会構造の適応と市場創出
を図る。

T10. スマートライフ・生活支援基盤
個人や家庭の生活利便性・安全性・快適性のため、ICT、ロボティクス、セ

ンサー技術等を活用した生活基盤を整備し、多様なライフスタイルや地域条件
に応じた生活支援を高度化する。

T11. ラストライフデザイン基盤
人生の最終段階の意思表明支援、葬送・供養、死後手続きの効率化、デジタ

ル技術を活用した記録や価値の継承を通じ、個人の尊厳を尊重しつつ遺族や社
会の負担軽減を図る。

T12. デジタル行政基盤
行政手続きのオンライン化、ID 管理の高度化、公的データ活用を通じ、行

政サービスの効率化と透明性向上を図り、官民連携によるデジタル・ガバナン
スを推進する。

T13. レジリエンス基盤
国家安全保障、自然災害、感染症、サイバー攻撃、地政学リスク等に備え、

防災・減災、重要インフラ防護、人材育成を通じ、社会全体の即応力と持続性
を高める。
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付表１　技術革新中分類別産業別の付加価値変化：TSIシナリオとBaUの差
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T046 yë^çé{|§mnCxÖ{Ü 1 2 21 -54 1 3 0 0 -0 -0 7 -1 -1 -22

T05Üàâq^èêëíWd 25 375 1,833 3,871 88 -119 -722 212 -218 -697 -1,362 -301 -89 2,894
T051 ì|ëíp\h|H]Wd -2 410 91 2,812 32 116 42 95 17 9 718 7 20 4,367
T052 4áàâ^äãëíWd 1 129 137 1,042 24 86 21 61 9 3 458 3 4 1,979
T053 $⁄^ÜHâåwâH§ì|Ê 0 1 1 5 1 0 0 0 0 0 2 0 0 10
T054 AI^WdåÜqôtWd 11 -266 1,034 -145 8 -296 -157 -71 -239 -640 -481 -256 -105 -1,601
T055 çihéóX”ºÊ^ÅÇWd 12 107 504 183 25 13 -343 145 -4 -24 -1,942 -39 -8 -1,370
T056 ÜHâèê^ëí tWd 3 -6 66 -26 -2 -38 -285 -19 -2 -45 -118 -16 -1 -491

T06ivw[\]^Pxyz{|Wd 131 859 1,326 1,067 148 780 3,208 1,029 206 388 2,433 -30 1,334 12,878
T061 ìî\úïãJ^ñóWd§ì|Ê 147 776 1,449 798 207 1,130 700 952 194 383 1,899 30 1,370 10,036
T062 ΩæåìïZ[vC=�òô`wiÖ 3 26 136 116 3 5 -69 44 1 -7 -558 -11 -3 -313
T063 $öeΩæMDeFiRCJgHh/whÖ]hWd 7 -1 139 16 -70 -393 -109 -54 -3 -3 46 -44 -9 -478
T064 J[Hõq/`w^CBDCCPxyz{| 0 1 12 1 0 2 -89 -24 -0 -0 4 -19 0 -113
T065 á{ΩæCf¿Ø∞',ö§ÜàâqWd -1 3 -12 18 -7 4 155 -0 1 1 106 1 -0 269
T066 ù\à˙$CÌòYÖgõqgpH§ïñúù 1 22 48 24 5 28 5 34 2 1 494 -0 -0 663
T067 `wúïX[\]CµøGHIJ§ì|Ê -26 32 -447 92 9 5 2,616 76 11 14 441 15 -23 2,814

T07}~^�ÄÅÇWd -16 28 -765 175 8 305 168 487 1,010 1,037 7,092 82 41 9,652
T071 ÜàâqZ[ÖúHCWû}~§üÊ 9 35 774 98 31 52 -54 191 -1,077 -343 2,537 -107 -27 2,117
T072 ì†}~π∫§π?ÑzC+∞èêüÊ 3 18 25 16 7 130 6 14 1,241 1 438 3 4 1,905
T073 ZJìZwYCZ°ãwh}~§ß} -18 -12 -1,207 39 -15 135 204 227 497 1,442 3,288 179 53 4,812
T074 ¢∞}~^£§�Ä§•? -10 -7 -350 25 1 -10 14 55 266 -62 809 8 11 747
T075 }~{|QmCÁ¶πñ§´4Ê -0 -6 -7 -2 -15 -3 -1 1 83 -0 20 -0 0 71

T08JgHhÉqJÑXWd 75 1,291 4,512 1,399 282 1,751 410 1,428 94 8,472 18,876 31 18 38,639
T081 ß®≥¥^awÖ`w©¥§ÇÉ 12 277 626 296 68 389 70 387 22 1,536 5,038 3 0 8,722
T082 ≥¥ÜHâ§6©CAI©™,ö 12 460 1,024 549 92 598 105 730 47 -1,290 10,827 4 -1 13,158
T083 ´¨,öbc§uKC≠ÆØ∞ 29 329 1,047 153 69 444 42 93 2 4,611 678 2 1 7,500
T084 Æ±Ê≥¥C≤≥≥¥§ì|Ê 29 192 2,046 152 59 278 37 113 6 64 1,447 2 0 4,424
T085 ≥¥^´¨¥O§∞¨µ3ÊC�Ä,ö -8 33 -231 250 -5 43 154 106 16 3,551 887 20 17 4,834

T09ìîïñ^àóòwhòàHWd 319 675 1,798 1,333 142 1,947 204 1,623 71 1,695 5,543 56 34 15,440
T091 ∂∂∑∏π∫C≤≥≥¥§ß} 6 139 -120 338 19 135 45 211 31 101 2,529 18 25 3,477
T092 ìî'§&U^ïñª¶,ö 4 29 67 25 18 44 9 17 25 1 535 0 0 774
T093 ìî'º†ΩdæCá{ø¿ÑX 2 156 69 40 -22 42 63 1,109 0 382 155 1 -1 1,995
T094 ¶îX¡ekÿ^GHIJ§ÅÇ 307 344 1,770 922 125 1,717 85 272 15 10 2,076 52 9 7,702
T095 àóòwhòàH∑∏WdC�Ä~? 0 7 11 8 2 10 3 14 1 1,201 249 -16 2 1,492

T10JgHhÖ`i^*ô,öWd -29 1,723 3,026 6,986 361 909 1,142 1,990 199 53 23,755 67 79 40,263
T101 JgHh¬H„C*ô`wiÖ§ì|Ê 10 557 1,019 3,249 122 500 109 524 42 11 5,022 7 -0 11,172
T102 /Ø,öò√\hC*ô”ºÊ 4 243 614 330 59 301 65 398 23 8 4,329 6 4 6,385
T103 ƒ≈∆º^«-,ö§JgHhÊ -15 25 -74 331 2 -1 5 9 3 3 2 6 17 312
T104 ÏHçùqåìïZ[vC≥»bc -4 31 -201 456 4 23 19 56 9 5 423 5 13 841
T105 èêX]åúIZ[vC*ôèê,ö -3 -0 -144 4 -3 -12 4 16 8 2 265 4 6 147
T106 Üàâqowâ±^XR/w[w…Wd 25 461 1,307 691 93 691 105 645 42 12 10,413 -0 -13 14,472
T107 JgHhZ[Hq^ �ÀÃ -47 408 505 1,926 83 -593 835 341 72 12 3,301 40 52 6,935

T11ÖJhÖ`iÜá`wWd 14 228 445 273 74 326 53 279 13 552 3,382 -2 2 5,639
T111 ìî'§ÕŒœ–,öCÑX—“ 0 12 27 17 3 18 2 12 0 -526 316 0 -1 -119
T112 Üàâq”ôC<+^‘’§OV,ö 1 84 121 114 19 88 23 149 10 3 1,685 2 3 2,302
T113 ÷◊bC@ÿ”Ÿ⁄ÑX§ì|Ê 5 57 168 50 22 122 17 44 1 1,073 244 1 0 1,803
T114 Üàâq€Õ^t•GHIJ 9 71 131 69 29 95 13 69 1 1 1,086 1 -0 1,575
T115 ‹›§ä7^fifl‡\·§”ºÊ -0 4 -2 23 1 3 -3 5 1 0 52 -7 -0 77

T12Üàâqä7Wd 2 63 156 200 -3 90 14 96 6 1 1,062 -2,764 -1 -1,077
T121 ä7‡\·§awÖ`wÊCèê 1 22 67 35 5 40 5 35 2 1 421 -471 -0 161
T122 Üàâq=�‚òCX`Üw[v[vUV 0 15 31 52 4 17 3 21 1 0 220 -534 -0 -169
T123 ´flÜHâ§OÔC6ôt„H 1 27 58 114 -12 33 6 40 3 0 421 -1,759 -1 -1,069

T13ãàZowJWd 72 6,268 2,653 1,412 224 1,307 349 503 31 615 4,944 6,181 17 24,576
T131 "/s‰µÂWd§ì|Ê 37 2,953 1,297 470 97 576 103 176 6 9 1,726 3,263 1 10,715
T132 ÊÁË≠¡e≥Á^∞Á`wiÖ§OÔ 40 3,222 1,366 514 100 600 110 178 6 10 1,735 2,408 1 10,290
T133 ÈÍÎ^*çÁÏÌ§ïñfl≠¡«üÊ -0 1 -0 2 0 2 1 3 0 583 40 2 1 635
T134 G`_H^èê`wiÖ§ãàZowJüÊ -6 68 -69 366 15 97 124 120 16 12 1,179 162 14 2,097
T135 GÌÖ`ÓóHw§Ôπ≠¡«üÊ 0 17 47 39 10 25 10 14 1 1 145 142 0 451
T136 Ôπ≠¡�ÄC{§~?^≈˙Ê 0 7 13 21 2 8 2 11 2 0 118 205 0 389

出所）筆者作成
単位）10億円（基本価格評価）
注）TSIシナリオにおけるBaUシナリオからの変化分




